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令和７年１月１７日判決言渡  

令和４年（行ウ）第１００号 相続税更正処分等取消請求事件 

主       文 

１ 本件訴えのうち、別紙２請求目録記載の各請求に係る部分を却下する。 

２ Ａ税務署長が原告らそれぞれに対して平成３０年９月７日付けでした別紙３5 

処分目録記載１ないし７の各処分をいずれも取り消す。 

３ 訴訟費用は被告の負担とする。 

事 実 及 び 理 由 

第１ 請求 

１ 主文２項と同旨 10 

２ 別紙２請求目録記載のとおり。 

第２ 事案の概要 

１ 事案の骨子 

原告らは、亡Ｂ（平成▲年▲月▲日死亡。本件被相続人）から相続又は遺贈

により取得した財産のうち株式会社Ｃの株式（以下「本件株式」という。）に15 

ついて、財産評価基本通達（昭和３９年４月２５日付け直資５６、直審（資）

１７国税庁長官通達。ただし、平成２６年４月２日付け課評２－９ほか「財産

評価基本通達の一部改正について（法令解釈通達）」による改正前のもの。以

下「評価通達」という。）１７９⑶ただし書の定める方法（以下「併用方式」

という。）により価額を評価して上記相続又は遺贈に係る相続税（以下「本件20 

相続税」という。）の申告をした後、評価通達１８９－３ただし書の定める方

法（以下「Ｓ１＋Ｓ２方式」という。）により価額を評価して本件相続税の修

正申告をしたが、やはり併用方式により評価すべきであるとして、更正の請求

（以下「本件各更正の請求」という。）をした。 

Ａ税務署長は、本件株式の価額は評価通達の上記各定めによって評価するこ25 

とが著しく不適当と認められるから、評価通達６により、国税庁長官の指示を
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受けて、評価通達１８５本文の定める方法（以下「純資産価額方式」という。）

により評価すべきであるとして、原告らに対し、各増額更正処分（以下「本件

各更正処分」という。）をするとともに、原告Ｄを除く原告らに対し、過少申

告加算税の各賦課決定処分（以下「本件各賦課決定処分」という。）をし、ま

た、原告らに対し、本件各更正の請求について、更正をすべき理由がない旨の5 

各通知処分（以下「本件各通知処分」という。）をした。 

本件は、原告らが、被告を相手に、本件各更正処分のうち本件各更正の請求

に係る税額等を超える部分及び本件各賦課決定処分の取消し並びに本件各通知

処分の取消しを求めるとともに、本件相続税の税額等を本件各更正の請求に係

る税額等とする各更正処分をすることの義務付けを求める事案である。 10 

２ 関係法令等の定め 

    ⑴ 相続税法 

   ア 相続税法１７条は、相続又は遺贈により財産を取得した者に係る相続税

額は、その被相続人から相続又は遺贈により財産を取得した全ての者に

係る相続税の総額に、それぞれこれらの事由により財産を取得した者に15 

係る相続税の課税価格が当該財産を取得した全ての者に係る課税価格の

合計額のうちに占める割合を乗じて算出した金額とする旨を規定する。 

そして、相続税法１８条１項は、相続又は遺贈により財産を取得した

者が当該相続又は遺贈に係る被相続人の一親等の血族及び配偶者以外の

者である場合においては、その者に係る相続税額は、同法１７条の規定20 

により算出した金額にその１００分の２０に相当する金額を加算した金

額とする旨を規定し、同条２項本文は、同条１項の一親等の血族には、

同項の被相続人の直系卑属が当該被相続人の養子となっている場合を含

まないものとする旨を規定する。 

イ 相続税法２２条は、同法第３章で特別の定めのあるものを除くほか、相25 

続、遺贈又は贈与により取得した財産の価額は当該財産の取得の時におけ
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る時価により、当該財産の価額から控除すべき債務の金額はその時の現況

による旨を規定する。 

  ⑵ 租税特別措置法（平成２６年法律第１０号による改正前のもの。以下「措

置法」という。） 

措置法９条の７第１項は、相続又は遺贈による財産の取得をした個人で当5 

該相続又は遺贈につき相続税法の規定により納付すべき相続税額があるもの

が、当該相続の開始があった日の翌日から当該相続に係る同法２７条１項又

は２９条１項の規定による申告書の提出期限の翌日以後３年を経過する日ま

での間に当該相続税額に係る課税価格の計算の基礎に算入された非上場会社

の発行した株式をその発行した当該非上場会社に譲渡した場合において、当10 

該譲渡をした個人が当該譲渡の対価として当該非上場会社から交付を受けた

金銭の額が当該非上場会社の資本金等の額のうちその交付の基因となった株

式に係る所得税法２５条１項に規定する株式に対応する部分の金額を超える

ときは、その超える部分の金額については、同項の規定は、適用しない旨規

定する（以下、措置法９条の７第１項に規定するみなし配当課税の特例を15 

「みなし配当特例」という。）。 

措置法３９条１項は、相続又は遺贈による財産の取得をした個人で当該相

続又は遺贈につき相続税法の規定による相続税額があるものが、当該相続の

開始があった日の翌日から当該相続に係る同法２７条１項又は２９条１項の

規定による申告書の提出期限の翌日以後３年を経過する日までの間に当該相20 

続税額に係る課税価格の計算の基礎に算入された資産の譲渡をした場合にお

ける譲渡所得に係る所得税法３３条３項の規定の適用については、同項に規

定する取得費は、当該取得費に相当する金額に当該相続税額のうち当該譲渡

をした資産に対応する部分として政令で定めるところにより計算した金額を

加算した金額とする旨規定する（以下、措置法３９条１項に規定する相続財25 

産に係る譲渡所得の課税の特例を「取得費加算特例」という。）。 
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  ⑶ 評価通達 

本件に関係する評価通達の定めは、別紙４のとおりであり、その概要は、

次のとおりである。 

ア(ｱ) 評価通達においては、取引相場のない株式の価額は、評価しようとす

るその株式の発行会社（評価会社）が大会社、中会社及び小会社のいず5 

れに該当するかに応じて、それぞれ評価通達１７９の定めによって評価

するものとされており（評価通達１７８本文）、評価通達１７９⑶にお

いては、小会社について、原則として、純資産価額方式（評価通達１８

５本文）により評価し（評価通達１７９⑶本文）、納税義務者の選択に

より、類似業種比準方式と純資産価額方式とを併用する方式（併用方式）10 

により評価することができるものとされている（同ただし書）。 

(ｲ) ただし、特定の評価会社の株式の価額は、評価通達１８９の定めによ

って評価するものとされている（評価通達１７８ただし書）。 

評価通達１８９に定める特定の評価会社のうち、比準要素数 1 の会社

（同⑴）の株式の価額は、原則として、純資産価額方式により評価し15 

（評価通達１８９－２本文）、納税義務者の選択により、類似業種比

準方式と純資産価額方式とを併用する方式（ただし、評価通達１７９

⑶ただし書の併用方式とは算式中の係数が異なる。）により評価する

ことができるものとされている（評価通達１８９－２ただし書）。 

また、株式保有特定会社（評価通達１８９⑵）の株式の価額は、原則20 

として、純資産価額方式により評価し（評価通達１８９－３本文）、

納税義務者の選択により、Ｓ１＋Ｓ２方式により評価することができ

るものとされている（同ただし書）。 

なお、評価会社が、株式保有特定会社に該当するかどうかを判定する

場合において、課税時期前において合理的な理由もなく評価会社の資25 

産構成に変動があり、その変動が株式保有特定会社に該当すると判定
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されることを免れるためのものと認められるときは、その変動はなか

ったものとして当該判定を行うものとされている（評価通達１８９柱

書きなお書き）。 

イ 評価通達６は、評価通達の定めによって評価することが著しく不適当と

認められる財産の価額は国税庁長官の指示を受けて評価する旨を定める。 5 

３ 前提事実（証拠等を掲記した事実を除いて、当事者間に争いがない。なお、

以下において、本件被相続人に係る相続を「本件相続」といい、後記⑶の遺贈

と併せて「本件相続等」という。） 

⑴ 原告ら   

原告Ｄ及びＥは、本件被相続人（大正▲年▲月▲日生。乙１３）の実子で10 

ある。 

原告Ｆは、原告Ｄの妻であり、原告Ｇ、原告Ｈ及び原告Ｉは、原告Ｄ及び

原告Ｆの子（本件被相続人の孫）である。 

原告Ｊ及び原告Ｋは、Ｅの子（本件被相続人の孫）である。 

原告Ｊは、平成●年●月●日に、原告Ｈは、平成■年■月■日に、それぞ15 

れ、本件被相続人と養子縁組をした。 

  ⑵ Ｃ等 

   ア(ｱ) Ｃは、昭和▲年▲月▲日に本件被相続人らによって不動産の売買等、

損害保険代理業及び生命保険の募集に関する業務等を行うことを目的

として設立された株式会社である。 20 

(ｲ) 本件相続開始時において、原告Ｆは、Ｃの代表取締役であり、原告Ｄ

及びＥは、Ｃの取締役であった（乙１０の１・２）。なお、Ｃの平成

２５年９月期（平成２４年１０月１日から平成２５年９月３０日まで

の事業年度。以下、他の事業年度も同様に表記する。）において、原

告Ｆ及び原告Ｄのほかに、Ｃの業務に従事する者はなかった。 25 

(ｳ) Ｃは、平成２５年８月９日、臨時株主総会を開催し、原告Ｄ及びＥが
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株主として出席した（乙１７）。同株主総会においては、①損害保険

代理業及び生命保険の募集に関する業務について、投資業及び有価証

券の保有等との目的に変更するなど、定款の一部を変更すること、②

同年９月３０日に普通株式１株につき４０円（総額１８３６万円）を

配当すること（以下、この配当を「本件配当」という。）、③募集株5 

式の種類及び数を普通株式９０万５４４０株、払込金額を３６億００

０２万９４４０円（１株当たり３９７６円）、払込期日を同年８月９

日とし、本件被相続人に上記９０万５４４０株の全てを割り当てるこ

ととする、第三者割当てによる募集株式発行（以下「本件新株発行」

という。）をすること等について決議した。上記の１株当たりの払込10 

金額は、Ｌ株式会社がＣの依頼を受けて同月７日付けで作成した株式

価値評価報告書（甲４４）に記載されている同年６月３０日時点にお

けるＣの株式の１株当たりの評価額と同額である。 

本件被相続人は、平成２５年４月１８日から同年５月９日までの間、

それまで保有していた上場株式を売却し、その売却代金相当額から源15 

泉所得税等を控除した残額合計３７億５５２９万３４４０円を、本件

被相続人名義の普通預金口座を入金していたところ、同年８月９日、

同預金口座から上記払込金額と同額をＣ名義の預金口座に払い込み、

本件新株発行に係る株式を引き受け（以下、この引受けを「本件出資」

という。）、Ｃの発行済株式総数及び各株主の所有株式数は、別表１20 

の「本件新株発行前」欄記載のとおりから「本件新株発行後」欄記載

のとおりとなった（なお、Ｃは、同月１２日、同月９日付けで発行済

株式の総数を４５万９０００株から１３６万４４４０株に変更した旨

を登記した上で、Ｌ株式会社が上記の評価額を１株当たり３５３７円

に修正したことを受けて、平成２６年４月１１日付けで、上記発行済25 

み株式総数を１４７万６８５６株に更正する登記（以下「本件更正登
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記」という。）をしたところ、同別表の「本件新株発行後」欄記載の

株式数は、本件更正登記後のものである。以下、特に断らない限り、

本件新株発行により発行された株式数は、本件更正登記後の株式数

（１０１万７８５６株）をいう。）。 

Ｃは、平成２５年９月３０日、本件新株発行前のＣの株主であった原5 

告Ｄ及びＥに対し、それぞれ本件配当に係る税引き後の配当額（原告

Ｄに対して１１５０万７２６８円、Ｅに対して３１０万３６２０円）

を支払った（本件配当）。 

Ｃは、平成２４年９月期末において、帳簿価額１３億２３４７万０４

１４円の投資有価証券を有し、貸借対照表における資産合計１４億８10 

４０５万７８７５円の約８９．２％を投資有価証券が占めていたが、

本件出資後の平成２５年９月期末においては、貸借対照表における資

産合計５０億０４０１万１１７１円のうち「投資有価証券 株式」１

３億０５５５万００６２円の占める割合は、約２６．１％となった。 

イ(ｱ) 株式会社Ｍは、昭和■年■月■日に本件被相続人によって金型及び治15 

工具の製造販売、電気通信機械器具部品の製造販売等を目的として設立

された株式会社であり、株式会社東京証券取引所に上場し、自動車関連

製品の製造販売等を行っている。 

(ｲ) 原告Ｄは、平成１３年１２月にＭの代表取締役に就任したが、平成２

２年１２月に代表取締役を解任され取締役となり、本件相続開始時に20 

おいても、取締役であった。 

  平成２５年３月３１日（本件相続開始の直前に終了した事業年度の

期末）の時点において、Ｃ及び原告Ｄが保有するＭの株式数の合計は、

Ｍの発行済株式総数の過半数を占めていた。 

  ⑶ 本件相続等 25 

ア 本件被相続人は、平成２５年６月１５日付けで、次の内容の遺言（以下
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「本件遺言」という。）をした。 

    (ｱ) 本件被相続人の土地建物を全て原告Ｈに遺贈する。 

(ｲ) 本件被相続人の預金及び株式を８分の１ずつ原告ら及びＥに相続させ、

遺贈する。 

     (ｳ) その余の財産を原告Ｄに相続させる。 5 

 イ 本件被相続人は、平成▲年▲月▲日に死亡した。 

ウ 本件被相続人の相続人である原告Ｄ、原告Ｈ、原告Ｊ及びＥの間におい

て、平成２６年８月１２日、次の内容の遺産分割協議（以下「本件遺産分

割協議」という。）が成立した。 

(ｱ) 原告Ｄ、原告Ｈ、原告Ｊ及びＥは、同人らに対する上記アによる遺贈10 

のうち、本件株式、預貯金、Ｍの株式及び簡易保険の給付金に係る部

分を放棄し、それらの財産が本件被相続人の相続財産に帰属すること

を確認する。 

(ｲ) 原告Ｄ及びＥは、いずれも本件株式、預貯金、Ｍの株式及び簡易保険

の給付金を取得しない。 15 

(ｳ) 原告Ｈ及び原告Ｊは、それぞれ本件株式２５万４４６４株を取得する

とともに、預貯金、Ｍの株式及び簡易保険の給付金の８分の２に相当

する部分を取得する。 

エ 上記アないしウ（本件相続等）により、Ｃの各株主及びその所有株式数

は、別表１の「本件相続後」欄記載のとおりとなった。 20 

  なお、原告Ｄを除く原告らは、平成２９年７月３１日及び同年８月１４

日、Ｃに対し、本件相続等により取得した本件株式の全部（原告Ｆは一部）

を、１株当たり３７３６円でそれぞれ譲渡し（以下、これらの譲渡を併せ

て「本件各譲渡」という。）、原告Ｈ、原告Ｇ及び原告Ｉは、同月２５日、

Ｃから、それぞれ同月１４日にＣに譲渡した株式数と同数の株式を、１株25 

当たり３７３６円で引き受けた（以下、この引受けを「本件引受け」とい
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う。）。本件各譲渡及び本件引受け後のＣの各株主及びその所有株式数は、

それぞれ別表１の「本件各譲渡後」及び「本件引受け後」のとおりである。

その後、原告Ｄを除く原告らは、本件各譲渡を前提に、みなし配当特例を

適用して（原告Ｊ及び原告Ｋは、みなし配当特例に加え、取得費加算特例

も適用して）、平成２９年分の所得税及び復興特別所得税の申告をした。 5 

  ⑷ 本件相続税に関する確定申告、更正の請求、Ａ税務署長による処分等 

    ア 原告らは、平成２６年８月１３日（法定申告期限内）、Ａ税務署長に

対し、本件株式（１０１万７８５６株）の価額につき併用方式（評価通

達１７９⑶ただし書）により１株当たり１８５３円と評価した上で、別

表２の「申告（期限内）」欄のとおり（課税価格の合計額２１億０９９10 

２万１０００円、納付すべき税額の総額１０億４８１３万０１００円）、

本件相続税の確定申告をした。 

原告らは、平成２９年１月１７日、Ａ税務署長に対し、本件相続税の

修正申告をし、さらに、同年６月１９日、Ａ税務署長に対し、本件株式

の価額につきＳ１＋Ｓ２方式（評価通達１８９－３ただし書）により１15 

株当たり２２６３円と評価することを前提に、同表の「修正申告②等」

欄（「過少申告加算税の額」欄を除く。課税価格の合計額２５億３７３

６万６０００円、納付すべき税額の総額１３億０３７４万６７００円）

のとおり、本件相続税の修正申告をした（以下、この修正申告を「本件

各修正申告」という。）。 20 

   イ Ａ税務署長は、平成２９年７月７日付け又は同月２１日付けで、原告ら

に対し、本件株式の価額につき、評価通達１８９－３本文により、純資

産価額方式により評価すべきであるとして、別表２の「更正処分等①」

欄のとおり、本件相続税に係る各増額更正処分をするとともに、原告Ｄ

を除く原告らに対し、過少申告加算税の各賦課決定処分をした。 25 

ウ 原告らは、平成２９年１２月８日、Ａ税務署長に対し、本件株式の価額
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は併用方式により１株当たり１８５８円と評価すべきであるとして、別表

２の「本件各更正請求」欄のとおり（課税価格の合計額２１億２５１３万

４０００円、納付すべき税額の総額１０億５６４１万２２００円とするも

の。なお、同欄記載の納付すべき税額等は、原告らによる平成３０年２月

８日付け変更後の額である。）、本件各更正の請求をした。 5 

      Ａ税務署長は、平成３０年２月２３日付けで、原告らに対し、本件各

更正の請求について、更正をすべき理由がない旨の通知処分をした。 

エ Ａ税務署長は、平成３０年９月７日付けで、①原告らに対し、上記イの

各増額更正処分により増加した税額等と同額を減額する内容の減額更正処

分をするとともに、②原告Ｄを除く原告らに対し、過少申告加算税の変更10 

決定をし、また、③原告らに対し、上記通知処分を取り消した。 

その上で、Ａ税務署長は、評価通達６に基づく国税庁長官の指示によ

り、本件株式の価額を純資産価額方式により１株当たり３４４３円と評

価することを前提に（以下、この額を「本件各更正処分価額」とい

う。）、平成３０年９月７日付けで、④原告らに対し、別表２の「本件15 

各更正処分等」欄のとおり（課税価格の合計額３７億３８４３万７００

０円、納付すべき税額の総額２０億２４３８万０５００円）、本件相続

税に係る納付すべき税額を増額する各増額更正処分（本件各更正処分）

をするとともに、⑤原告Ｄを除く原告らに対し、本件各賦課決定処分を

し、また、⑥原告らに対し、本件各更正の請求について、更正をすべき20 

理由がない旨の各通知処分（本件各通知処分）をした。 

  ⑸ 本件訴えに至る経緯 

     原告らは、平成３０年１１月２９日、国税不服審判所長に対し、本件各

更正処分、本件各賦課決定処分及び本件各通知処分を不服として、審査請

求をしたが、国税不服審判所長は、令和３年８月２７日、原告らの各審査25 

請求を棄却する旨の裁決をした。 
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     原告らは、令和４年２月２８日、本件訴えを提起した。 

４ 課税の根拠及び計算について 

   被告が主張する本件相続税の課税価格及び納付すべき税額は、別表３のとお

りであって、同表記載の納付すべき税額の金額は、いずれも本件各更正処分に

おける原告らの納付すべき税額と同額であり、また、被告が主張する本件各更5 

正処分における納付すべき税額を基礎として計算される過少申告加算税の額は、

本件各賦課決定処分における過少申告加算税の額と同額であるところ、原告ら

は、後記５の争点に係る部分を除いて、これらを争うことを明らかにしない。 

５ 争点及び争点に関する当事者の主張 

本件の争点は、①本件各更正処分価額が本件株式の客観的交換価値を上回り、10 

本件各更正処分が相続税法２２条に違反するか否か、②本件株式の価額を評価

通達の定める方法により評価した価額を上回る価額によるものとすることが平

等原則に違反するか否かであり、これらの点に関する当事者の主張は、次のと

おりである。 

  ⑴ 争点１（本件各更正処分価額が本件株式の客観的交換価値を上回り、本件15 

各更正処分が相続税法２２条に違反するか否か）について 

   （被告の主張） 

   ア 本件各更正処分価額は、①純資産価額方式による評価額（１株当たり３

４４３円）及び②新日本有限責任監査法人による平成２８年７月７日付

け株式価値算定報告書（甲７。以下「本件報告書」という。）における20 

評価額（１株当たり３４８８円）のうち、より評価額が低廉である上記

①の評価額を採用したものである。 

     上記①及び②の各評価額は、いずれも合理的な評価方法に基づき算定さ

れた評価額である。そして、Ｃが平成２５年８月９日に本件新株発行を

した際の本件被相続人に対する払込価額は１株当たり３９７６円（ただ25 

し、本件更正登記によれば、１株当たり３５３６．８７５円となる。）
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であり、原告Ｄを除く原告らが平成２９年にＣに対して本件株式の一部

を譲渡した際の譲渡額は１株当たり３７３６円であって、本件株式の実

際の取引価額は、上記①及び②の各評価額を上回る。 

したがって、これらの評価額は、いずれも合理的であり、これらのう

ちより評価額が低廉である上記①の評価額と同額である本件各更正処分5 

価額は、客観的な交換価値としての時価を上回るものではないから、本

件各更正処分が相続税法２２条に違反しない。 

   イ(ｱ) 原告は、上記②の本件報告書における評価額が、非流動性ディスカウ

ント（上場会社の株式と比較して、非上場会社の株式の流動性は低い

ことから、非上場会社の株式を換金しようとするときには追加的なコ10 

ストがかかるため、非上場会社の株価を上場会社の株価よりも低く評

価されることをいう。以下同じ。）やマイノリティ・ディスカウント

（評価対象会社の株式の価格が、支配権を有することを前提とする価

格（コントロール・プレミアムを含む価格）に対してコントロール・

プレミアムに相当する金額だけ低くなることをいう。以下同じ。）を15 

していない点で、不合理である旨を主張する。 

(ｲ) しかし、本件報告書は、企業価値評価ガイドラインに定められている

各評価方法を検討し、本件株式の評価方法として、Ｃが有価証券や不

動産等の資産を保有することを主な目的とする会社であり、保有する

個々の資産の価値の積上げにより株式価値を算定することが適してい20 

るなどとして、ネットアセット・アプローチのうち修正簿価純資産法

を採用したものであるところ、修正簿価純資産法は、類似の上場会社

を基準とする評価方法ではないから、上場株式に対する割引である非

流動性ディスカウントの考え方に直ちになじむものではない。 

本件の具体的事実関係に照らしても、Ｃの株主は、本件相続の前後を25 

通じて原告ら及びその親族であって、Ｃの主要資産は、投資有価証券
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等の流動性の高い金融資産から構成されているのであるから、本件株

式を換金する際に追加的なコストがかかることは想定されず、本件株

式の価額を評価するに当たり、非流動性ディスカウントをすべきもの

とはいえない。 

(ｳ) また、前記(ｲ)のとおり、Ｃの株主は、本件相続の前後を通じて原告5 

ら及びその親族であって、原告ら及びその親族がＣの支配権を得られ

ないなどという事態は生じていない。加えて、原告Ｄを除く原告らは、

平成２９年７月３１日及び８月１４日、本件各譲渡を行うことにより、

キャッシュアウトをしたところ、原告らは、少なくともキャッシュア

ウトについては本件新株発行の前から合意していたものである。した10 

がって、本件株式の価額の評価に当たり、マイノリティ・ディスカウ

ントをすべきものとはいえない。 

(ｴ) なお、Ｃが依頼したＬ株式会社による平成２５年８月７日付け株式価

値評価報告書（修正後のもの）においても、非流動性ディスカウント

及びマイノリティ・ディスカウントはされておらず、また、その評価15 

額が１株当たり３５３７円であることからしても、本件報告書におけ

る評価額が不合理であるとはいえない。 

   （原告の主張） 

     相続又は遺贈により取得した株式の「時価」（相続税法２２条）は、相

続人又は受遺者にとっての時価（客観的交換価値）をいうものと解すべ20 

きである。 

しかるところ、本件株式は非上場株式であるから、本件株式の価額を

修正簿価純資産法で評価するに当たって、流動性ディスカウントが否定

されるべきではない。また、本件相続等により、Ｃの株主は、少数株主

ばかりとなったところ（保有割合は最大でも原告Ｄの約２４．５％であ25 

る。）、株主らが親族であるからといってその利害が一致するものとは
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いえないから（なお、原告らは、本件新株発行の時点で、被告が主張す

るキャッシュアウトの合意をしていない。）、本件株式の価額を修正簿

価純資産法で評価するに当たっては、マイノリティ・ディスカウントも

否定されるべきではない。したがって、本件株式の上記時価を修正簿価

純資産法により評価するに当たっては、３～５割のディスカウントをす5 

べきである。 

     本件報告書及びＬ株式会社の平成２５年８月７日付け株式価値評価報告

書（修正後のもの）は、いずれも、本件相続前の本件被相続人の保有割

合（６８．９２％）の取引価格を評価したものであって、相続人等にと

っての「時価」を評価したものではない。 10 

⑵ 争点２（本件株式の価額を評価通達の定める方法により評価した価額を上

回る価額によるものとすることが平等原則に違反するか否か）について 

   （被告の主張） 

   ア 本件株式の価額について、①評価通達の定めにより評価した場合の評価

方法は、評価通達１８９柱書きなお書きが適用されない場合には、Ｃは15 

小会社（評価通達１７８）に該当するため、原告らが本件各更正の請求

において併用方式を選択したことから併用方式により評価することとな

り（１株当たり１８５８円）、同なお書きが適用される場合には、Ｃが

株式保有特定会社（評価通達１８９⑵）に該当することとなるため、原

告らが本件各修正申告においてＳ１＋Ｓ２方式を選択したことから同方20 

式により評価することとなり（１株当たり２２７４円）、②本件各更正

処分価額（１株当たり３４４３円）が、上記①の各評価額を上回ること

になる。 

     しかしながら、次のイ及びウのとおり、本件新株発行、本件出資及び本

件配当（以下「本件新株発行等」という。）により、本件株式の価額を25 

評価通達の定めにより評価した場合、原告らの相続税の負担が著しく軽
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減される結果となり、本件新株発行等は、近い将来発生することが予想

される相続において、原告らの相続税負担を減じさせるものであること

を知り、かつ、これを期待して企画・実行されたものであるから、本件

株式の価額を評価通達の定める方法により評価した価額を上回る価額に

よるものとすることは、平等原則に違反しない。 5 

イ 原告Ｄ（及び本件被相続人）は、本件新株発行等を一体として行うこと

により、本件被相続人の預金を本件株式に変え、その際、本件株式が評価

通達１８９に定める特定の評価会社の株式に該当しないようにした。 

すなわち、本件新株発行及び本件出資前の時点では、Ｃはその資産の

約８９．２％を株式で保有していたことから「株式保有特定会社」（評10 

価通達１８９⑵）に該当していたところ、Ｃが株式保有特定会社に該当

するとすれば、その株式の価額は評価通達１８９－３により純資産価額

方式又はＳ１＋Ｓ２方式により評価されることとなり、併用方式による

評価額よりも高くなる。そこで、Ｃの資産の価額に占める株式等の価額

の割合を低下させ、Ｃが本件相続開始時において株式保有特定会社に当15 

たらないようにするため、原告Ｄが株式の過半を有し実質的に支配する

Ｃにおいて本件新株発行を決議し、本件被相続人において本件出資を行

ったものである。 

また、Ｃは、本件配当がなければ、本件相続開始時において、「比準

要素数１の会社」（評価通達１８９⑴）に該当していたところ、Ｃが比20 

準要素数１の会社に該当するとすれば、その株式の価額は評価通達１８

９－２により純資産価額方式又は類似業種比準価額と純資産価額方式と

を併用する方式（ただし、この方式においては、評価通達１７９⑶に定

める併用方式よりも、類似業種比準価額の適用割合が低い。）により評

価されることとなり、併用方式による評価額よりも高くなる。そこで、25 

原告Ｄは、Ｃの「１株当たりの配当金額」が０円とならないようにし、
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Ｃが「比準要素数１の会社」に該当しないようにするため、本件配当を

行ったものである。 

本件新株発行等をしなかった場合（本件被相続人が本件出資の額と同

額の現金又は預貯金を有していた場合）における課税価格の合計額は３

８億３３９８万８０００円であり、相続税の総額（相続税法１７条１項5 

にいう相続税の総額（同法１８条の規定による加算前の額）をいう。以

下、特に断らない限り同じ。）は１７億３５９９万３５００円であった

ところ（別表４参照）、原告Ｄ（及び本件被相続人）が本件新株発行等

をしたことにより、評価通達を形式的、画一的に適用すると、併用方式

（評価通達１７９⑶）によれば、課税価格の合計額は２１億２５１３万10 

４０００円、相続税の総額は８億８１５６万６５００円となり（別表５

参照）、Ｓ１＋Ｓ２方式によれば、課税価格の合計額は２５億４８５６

万４０００円、相続税の総額は１０億９３２８万１０００円となる（別

表６参照）。 

このように、本件新株発行等により、原告らの相続税の負担は著しく15 

軽減されることになる。その軽減の程度は、相続税の課税価格に算入さ

れる財産の価額を財産評価基本通達の定める方法により評価した価額を

上回る価額によるものとすることが平等原則に違反しないとされた最高

裁令和４年４月１９日第三小法廷判決・民集７６巻４号４１１頁（以下

「令和４年最判」という。）の事案よりも大きい。 20 

   ウ 原告Ｄは、本件相続開始の約３か月前である平成２５年７月１２日、Ｏ

株式会社Ｐ部（以下「本件証券会社」という。）を訪れ、当時●●歳で

ある本件被相続人が約４０億円の預金を有しているとして、本件被相続

人に係る相続税対策の相談をし、その後、本件証券会社担当者から、本

件新株発行等を用いた相続税減税スキームについて提案を受け、相続開25 

始後のキャッシュアウトを予定した上で、上記スキームを実行した。す
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なわち、原告Ｄは、本件新株発行等が原告らの相続税の負担を減じさせ

るものであることを知り、かつ、これを期待していたものである（原告

らが主張するＭの経営支配権の維持のためにＣにおいて資金をプールす

るなどという計画はなかったが、仮にあったとしても、上記の認識・期

待が否定されるものではない。）。 5 

また、本件被相続人も、本件新株発行等が原告らの相続税の負担を減

じさせるものであることを知り、かつ、これを期待して本件出資を行っ

たものである。 

     そして、原告Ｄを除く原告らは、本件被相続人に係る相続税対策を原告

Ｄに一任していた以上、本件新株発行等は、原告Ｄを除く原告らの少な10 

くとも黙示的な承諾の下で実行されたものといえる。このことは、本件

新株発行が決議された際のＣの臨時株主総会に、原告ＦがＣの代表取締

役として議長を務め、上記相続税対策に協力し、Ｅが、上記臨時株主総

会に株主として出席し、各議案に異論を述べなかったことなどからも明

らかである。仮に原告Ｄを除く原告らが上記承諾をしていたとまではい15 

えないとしても、本件の事実関係の下では、少なくとも平等原則適用の

上では、原告Ｄと他の原告らを一体としてみるのが相当であり、又は原

告Ｄを除く原告らの通達評価額に基づく課税がされるという予測は、法

的保護に値するとはいえないから、原告Ｄを除く原告らについても、平

等原則に反しないというべきである。 20 

   （原告の主張） 

   ア 相続税の負担の軽減の程度は、その額のみならず、割合にも照らして判

断されるべきである。 

しかるところ、本件新株発行等により、本件株式を併用方式により評

価する場合、課税価格は約４４．５％、相続税の負担は約４９．２％軽25 

減され、Ｓ１＋Ｓ２方式により評価する場合、課税価格は約３３．５％、
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相続税の負担や約３７．０％軽減される。この点、令和４年最判の事案

は、基礎控除により、相続税の負担が０円となった事案であるが、仮に

基礎控除がないとしても、課税価格の圧縮により相続税の負担が１．

８％にまで軽減されており（９８．２％軽減されており）、本件とは事

案が異なることが明らかである。 5 

そうすると、本件新株発行等による原告らの相続税の負担の軽減の程

度は、著しいとまではいえない。 

イ 本件被相続人及び原告Ｄは、本件被相続人が創業し、原告Ｄが代表取締

役を務めていたＭの経営支配権が平成２２～２３年頃に第三者割当て増資

によって経営支配権を奪われる寸前になったことを契機として、平成２５10 

年より前から、Ｍの経営支配権を維持するために、Ｍ創業家の資産管理会

社であるＣにおいて資金をプールすることとし、Ｃにおいて新株発行をし、

本件被相続人の出資により調達した資金を用いて流動性の高い資産を運用

すること等を構想・計画していた。そして、本件被相続人及び原告Ｄは、

上記計画を実行するため、本件被相続人において、平成２５年４月から５15 

月までの間に、当時本件被相続人が保有していた株式を全て売却し、Ｃに

おいて、同年８月９日、本件新株発行を行い、本件被相続人において、同

日、本件出資をした。 

また、本件配当については、上記計画のために本件被相続人がＣに出

資をするとすれば、本件被相続人からの相続財産の取得を期待する他の20 

親族との間で利害が対立することとなることから、原告Ｄは、他の親族

間で上記計画について合意を形成することなく上記計画を進めつつ、そ

れまで実施していなかった配当を実施しＣの株式を保有する親族が利益

を受けることができるようにして、上記のような潜在的な対立が顕在化

しないようにしたものである（本件新株発行等について決議した臨時株25 

主総会に出席したＥも、詳細は知らされていなかった。）。 
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原告Ｄは、平成２５年７月以降、上記計画による相続税対策との関係

を確認し、本件新株発行等によって相続税軽減の効果が生じることを認

識したものの、本件新株発行等は、租税回避を主な目的とするものでは

ない。 

第３ 当裁判所の判断 5 

１ 争点２（本件株式の価額を評価通達の定める方法により評価した価額を上回

る価額によるものとすることが平等原則に違反するか否か）について 

  ⑴ 租税法上の一般原則としての平等原則は、租税法の適用に関し、同様の状

況にあるものは同様に取り扱われることを要求するものと解される。そして、

評価通達は相続財産の価額の評価の一般的な方法を定めたものであり、課税10 

庁がこれに従って画一的に評価を行っていることは公知の事実であるから、

課税庁が、特定の者の相続財産の価額についてのみ評価通達の定める方法に

より評価した価額を上回る価額によるものとすることは、たとえ当該価額が

客観的な交換価値としての時価を上回らないとしても、合理的な理由がない

限り、上記の平等原則に違反するものとして違法というべきである。もっと15 

も、上記に述べたところに照らせば、相続税の課税価格に算入される財産の

価額について、評価通達の定める方法による画一的な評価を行うことが実質

的な租税負担の公平に反するというべき事情がある場合には、合理的な理由

があると認められるから、当該財産の価額を評価通達の定める方法により評

価した価額を上回る価額によるものとすることが上記の平等原則に違反する20 

ものではないと解するのが相当である（令和４年最判）。 

⑵ 本件被相続人の相続財産のうち、本件株式の価額について、評価通達の定

めにより評価した場合の評価方法は、Ｃは小会社（評価通達１７８）に該当

するため、原告らが本件各更正の請求において併用方式を選択したことから

併用方式により評価することとなる（１株当たり１８５８円）。なお、この25 

点に関し、被告は、評価通達１８９柱書きなお書きが適用される場合に係る
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主張をするが、同なお書きの要件該当性につき、具体的な主張立証をしない

から、同なお書きが適用される場合に係る被告の主張は採用することができ

ない。 

  したがって、本件株式の価額について、評価通達の定める方法による画一

的な評価を行うことが実質的な租税負担の公平に反するというべき事情がな5 

い限り、本件各更正処分は、上記の平等原則に違反するものとして違法とい

うべきである。 

  ⑶ア 被告は、本件新株発行等により、原告らの相続税の負担は著しく軽減さ

れることになり、また、原告Ｄ及び本件被相続人は、本件新株発行等が

原告らの相続税の負担を減じさせるものであることを知り、かつ、これ10 

を期待していたから、本件において、課税庁が、原告らの相続財産の価

額について評価通達の定める方法により評価した価額を上回る価額によ

るものとしたとしても、上記の平等原則に違反しない旨を主張する。 

イ(ｱ) 前提事実⑴～⑶の事実関係の下において、前記⑵のとおり、本件株式

の価額を評価通達の定める方法（併用方式）により評価することを前提15 

とすると、別表５のとおり、課税価格の合計額は２１億２５１３万４０

００円、相続税の総額は８億８１５６万６５００円となり、相続税法１

８条による加算等をした後の納付すべき相続税額は、合計１０億５６４

１万２２００円となる。 

他方、本件新株発行等をしなかった場合（本件相続と異なり、本件被20 

相続人が、相続開始時において、本件株式を保有しておらず、本件出

資の額と同額の現金又は預貯金を有しており、かつ、原告らが上記額

の現金又は預貯金を均等に相続又は遺贈により取得したと仮定した場

合）についてみると、別表４のとおり、課税価格の合計額は３８億３

３９８万８０００円であり、相続税の総額は１７億３５９９万３５０25 

０円となり、これに相続税法１８条による加算等をした額が納付すべ
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き相続税額の合計額となる。 

そうすると、本件新株発行等をしたことにより、課税価格の合計額は、

１７億０８８５万４０００円（約４５％）、相続税の総額は８億５４

４２万７０００円（約４９％）減少することとなり、納付すべき相続

税額も、おおむねこれらと同程度の割合で減少するものと考えられる。 5 

ただし、評価通達１７９⑶は、小会社の株式の価額の評価方法につい

て、納税義務者による純資産価額方式と併用方式の選択を認めている

ところ、仮に原告らが純資産価額方式を選択していれば、課税価格の

合計額、相続税の総額、納付すべき相続税額は本件各更正処分におけ

るそれらと同額となり（前記前提事実⑷。それぞれ３７億３８４３万10 

７０００円、１６億８８２１万８５００円、２０億２４３８万０５０

０円である。）、上記の本件新株発行等をしなかった場合からの課税

価格の合計額、相続税の総額の減少の程度は、それぞれ９５５５万１

０００円（約２．５％）、４７７７万５０００円（約２．８％）にと

どまる。そうすると、上記のとおり、本件株式の価額を併用方式によ15 

り評価することを前提とすると、本件新株発行等をしたことにより、

相続税の総額等は相当限度減少するものの、この減少は、原告Ｄ及び

本件被相続人が本件新株発行等をしたことにより直ちに生ずるもので

はなく、評価通達１７９⑶が、小会社の株式の価額の評価方法につい

て、納税義務者による純資産価額方式と併用方式の選択を認めている20 

ことにも起因するものといえる。なお、客観的な交換価値としての時

価は一義的なものではなく、その評価方法も複数あり得るところ、評

価方法が異なれば、それぞれの方法が合理的であっても評価額に違い

が生ずるのは当然であるから、本件株式の価額を評価通達の定める方

法（併用方式）により評価した額と、本件各更正処分価額（純資産価25 

額方式により評価した額）や本件報告書における評価額との間に大き
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なかい離があることをもって、評価通達の定める方法による画一的な

評価を行うことが実質的な租税負担の公平に反するというべき事情が

あるということはできない（令和４年最判参照）ことはもとより、評

価通達が、純資産価額方式と併用方式のそれぞれを合理的な評価方法

とし、いずれによるかは専ら納税義務者の選択に委ねることとしてい5 

る以上、仮に原告Ｄ及び本件被相続人が本件新株発行等をした時点で

併用方式を選択することを予定していたとしても、そのことを上記の

事情の有無の判断に当たり重視することは相当でない。 

   (ｲ) 前提事実⑶アのとおり、本件被相続人は、本件新株発行等に先立ち、

本件被相続人の預金及び株式を８分の１ずつ原告ら及びＥに相続させ、10 

又は遺贈することなどを内容とする本件遺言をしたところ、本件遺言

の内容を前提とすれば、原告Ｄを除く原告らに係る相続税額は、相続

税法１８条により、相続税の総額を基に同法１７条の規定により算出

した金額にその１００分の２０に相当する金額を加算した金額となる。 

そして、証拠（乙８）及び弁論の全趣旨によれば、本件被相続人は、15 

原告Ｄに対し本件相続開始前に本件遺言の具体的内容を知らせること

はしていなかったものの、相続税法１８条による相続税の加算がされ

ることとなるとしても、本件被相続人の孫らに相続財産を取得させる

意向を原告Ｄに示しており、原告Ｄ及び本件被相続人は、このような

本件被相続人の意向を前提に、本件新株発行等をし、原告Ｄは、原告20 

Ｈ、原告Ｊ及びＥとの間で、上記意向に沿う本件遺産分割協議を成立

させたことが認められる。 

     これらの行為は、本件被相続人の相続に係る相続税につき、本件被

相続人の法定相続人らが法定相続分を取得する場合に比し、相続税法

１８条による加算がされることとなる行為である。 25 

   (ｳ) 上記(ｱ)のとおり、本件株式の価額を併用方式により評価することを
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前提にすると、本件新株発行等により、本件相続に係る課税価格の合

計額及び相続税の総額は、相当程度減少することとなるが、課税価格

の合計額は２１億２５１３万４０００円、相続税の総額は８億８１５

６万６５００円となお相当高額に及んでおり、それらの減少の割合も

５割未満にとどまるものであって、相続税法１８条による加算等をし5 

た後の納付すべき相続税額は、合計１０億５６４１万２２００円に及

ぶ。また、上記の減少は、評価通達が、小会社の株式の価額について、

納税義務者による純資産価額方式と併用方式の選択を認めていること

にもよるものであり、必ずしも本件新株発行等のみによるものではな

い。そうすると、本件新株発行等により、原告らの相続税の負担が著10 

しく軽減されるものであると評価することは困難である。 

加えて、上記(ｲ)のとおり、原告Ｄ及び本件被相続人は、本件被相続

人の相続に係る相続税につき、相続税法１８条による相続税の加算が

されることとなる行為もしており、これらの行為も含めて全体として

みれば、原告Ｄ及び本件被相続人の行為が、それにより、原告らの相15 

続税の負担が著しく軽減されるものであると評価することまではでき

ない。 

   ウ 以上によれば、本件において、本件株式の価額を評価通達の定める方

法により評価することが、本件新株発行等のような行為をせず、又はす

ることのできない他の納税者と原告らとの間に看過し難い不均衡を生じ20 

させ、実質的な租税負担の公平に反するということはできない。 

    したがって、本件株式の価額を評価通達の定める方法により評価した

価額を上回る価額によるものとすることは、租税法上の一般原則として

の平等原則に違反するといわざるを得ない。 

２ 本件各更正処分及び本件各賦課決定処分に係る取消請求について 25 

本件株式の価額を評価通達の定める方法により評価した価額は、前記１⑵の
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とおり、１株当たり１８５８円であるところ、これを前提にすると、課税価格

の合計額は２１億２５１３万４０００円、納付すべき税額の総額は１０億５６

４１万２２００円となり、本件各更正の請求における税額等（別表２の「本件

各更正請求」欄の額）と同額となる。 

原告らの本件各更正処分に係る取消請求は、本件各更正処分のうち本件各更5 

正の請求に係る税額等を超える部分の取消しを求める請求であるところ、前提

事実⑷のとおり、原告らは、本件相続税に関し、申告をした後、本件各更正の

請求をした上で、本件各更正処分（増額更正処分）を受けたものであるから、

本件各更正処分に係る取消訴訟においては、本件各更正処分のうち本件各更正

の請求に係る税額等を超える部分の取消しを求めることができるものと解され10 

る。 

  そうすると、原告らの本件各更正処分に係る取消請求は、争点１について検

討するまでもなく、理由がある。 

  また、これまで述べたところによれば、本件各更正処分に伴ってされた本件

各賦課決定処分も違法となるから、原告らの本件各賦課決定処分の取消請求も、15 

理由がある。 

３ 本件訴えのうち、別紙２請求目録記載の各請求に係る部分について 

前記２のとおり、本件各更正処分のうち本件各更正の請求に係る税額等を超

える部分は取り消されるべきであるから、原告らには、もはや、本件各更正の

請求について、更正をすべき理由がない旨の本件各通知処分の取消しを求める20 

訴えの利益は存しないものといわざるを得ない。したがって、本件訴えのうち、

本件各通知処分の取消しを求める部分は不適法である。 

また、そうである以上、本件訴えのうち、本件相続税の税額等を本件各更正

の請求に係る税額等とする各更正処分をすることの義務付けを求める部分は、

行政事件訴訟法３７条の３第３項２号の要件を満たさないから、不適法である25 

といわざるを得ない。 
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第４ 結論 

よって、本件訴えのうち、別紙２請求目録記載の各請求に係る部分は不適法

であるからこれを却下し、本件各更正処分及び本件各賦課決定処分に係る取消

請求はいずれも理由があるからこれらを認容することとして、主文のとおり判

決する。 5 

     東京地方裁判所民事第３８部 

 

            裁判長裁判官    鎌 野 真 敬 

 

 10 

 

                      裁判官       志   村   由   貴 

 

 

 15 

             裁判官    都  築  健 太 郎 

（別紙１省略）  
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（別紙２） 

請求目録 

 

１⑴ Ａ税務署長が平成３０年９月７日付けで原告Ｄに対してした被相続人Ｂ（以

下「本件被相続人」という。）の相続に係る相続税の更正をすべき理由がない5 

旨の通知処分を取り消す。 

⑵ Ａ税務署長が平成３０年９月７日付けで原告Ｆに対してした本件被相続人の

相続に係る相続税の更正をすべき理由がない旨の通知処分を取り消す。 

⑶ Ａ税務署長が平成３０年９月７日付けで原告Ｇに対してした本件被相続人の

相続に係る相続税の更正をすべき理由がない旨の通知処分を取り消す。 10 

⑷ Ａ税務署長が平成３０年９月７日付けで原告Ｈに対してした本件被相続人の

相続に係る相続税の更正をすべき理由がない旨の通知処分を取り消す。 

⑸ Ａ税務署長が平成３０年９月７日付けで原告Ｉに対してした本件被相続人の

相続に係る相続税の更正をすべき理由がない旨の通知処分を取り消す。 

⑹ Ａ税務署長が平成３０年９月７日付けで原告Ｊに対してした本件被相続人の15 

相続に係る相続税の更正をすべき理由がない旨の通知処分を取り消す。 

⑺ Ａ税務署長が平成３０年９月７日付けで原告Ｋに対してした本件被相続人の

相続に係る相続税の更正をすべき理由がない旨の通知処分を取り消す。 

２⑴ Ａ税務署長は、原告Ｄに対し、本件被相続人の相続に係る相続税について、

課税価格１９１万５０００円及び納付すべき税額７９万４３００円とする更正20 

処分をせよ。 

⑵ Ａ税務署長は、原告Ｆに対し、本件被相続人の相続に係る相続税について、

課税価格２億５８８０万２０００円及び納付すべき税額１億２８８３万０１０

０円とする更正処分をせよ。 

⑶ Ａ税務署長は、原告Ｇに対し、本件被相続人の相続に係る相続税について、25 

課税価格２億５５７８万１０００円及び納付すべき税額１億２７３２万６３０
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０円とする更正処分をせよ。 

⑷ Ａ税務署長は、原告Ｈに対し、本件被相続人の相続に係る相続税について、

課税価格５億８２０５万４０００円及び納付すべき税額２億８９２６万３２０

０円とする更正処分をせよ。 

⑸ Ａ税務署長は、原告Ｉに対し、本件被相続人の相続に係る相続税について、5 

課税価格２億５５７８万１０００円及び納付すべき税額１億２７３２万６３

００円とする更正処分をせよ。 

⑹ Ａ税務署長は、原告Ｊに対し、本件被相続人の相続に係る相続税について、

課税価格５億１２２９万３０００円及び納付すべき税額２億５４３５万０８

００円とする更正処分をせよ。 10 

⑺ Ａ税務署長は、原告Ｋに対し、本件被相続人の相続に係る相続税について、

課税価格２億５８５０万８０００円及び納付すべき税額１億２８５２万１２

００円とする更正処分をせよ。 
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（別紙３） 

処分目録 

 

１ 原告Ｄ関係 

   本件被相続人の相続に係る相続税の更正処分のうち課税価格１９１万５０００5 

円及び納付すべき税額７９万４３００円を超える部分 

２ 原告Ｆ関係 

⑴ 本件被相続人の相続に係る相続税の更正処分のうち課税価格２億５８８０万

２０００円及び納付すべき税額１億２８８３万０１００円を超える部分 

⑵ 過少申告加算税の賦課決定処分 10 

３ 原告Ｇ関係 

⑴ 本件被相続人の相続に係る相続税の更正処分のうち課税価格２億５５７８万

１０００円及び納付すべき税額１億２７３２万６３００円を超える部分 

⑵ 過少申告加算税の賦課決定処分 

４ 原告Ｈ関係 15 

⑴ 本件被相続人の相続に係る相続税の更正処分のうち課税価格５億８２０５万

４０００円及び納付すべき税額２億８９２６万３２００円を超える部分 

⑵ 過少申告加算税の賦課決定処分 

５ 原告Ｉ関係 

⑴ 本件被相続人の相続に係る相続税の更正処分のうち課税価格２億５５７８万20 

１０００円及び納付すべき税額１億２７３２万６３００円を超える部分 

⑵ 過少申告加算税の賦課決定処分 

６ 原告Ｊ関係 

⑴ 本件被相続人の相続に係る相続税の更正処分のうち課税価格５億１２２９万

３０００円及び納付すべき税額２億５４３５万０８００円を超える部分 25 

⑵ 過少申告加算税の賦課決定処分 
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７ 原告Ｋ関係 

⑴ 本件被相続人の相続に係る相続税の更正処分のうち課税価格２億５８５０万

８０００円及び納付すべき税額１億２８５２万１２００円を超える部分 

⑵ 過少申告加算税の賦課決定処分 

  5 
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（別紙４） 

評価通達の定め 

 

１ 評価通達６は、評価通達の定めによって評価することが著しく不適当と認めら

れる財産の価額は国税庁長官の指示を受けて評価する旨を定める。 5 

２ 評価通達１７８は、本文において、取引相場のない株式の価額は、評価しよう

とするその株式の発行会社（以下「評価会社」という。）が次の表の大会社、中

会社又は小会社のいずれに該当するかに応じて、それぞれ評価通達１７９の定め

によって評価する旨を定め、ただし書において、特定の評価会社の株式の価額は、

評価通達１８９の定めによって評価する旨を定める。 10 

規模 

区分 

区分の内容 総資産価額（帳簿価額

によって計算した金

額）及び従業員数 

直前期末以前

１年間におけ

る取引金額 

大会社 略 略 略 略 

中会社 略 略 略 略 

小会社 従業員数

が１００

人未満の

会社で右

のいずれ

にも該当

する会社 

卸売業 ７０００万円未満又は

従業員数が５人以下 

２億円未満 

小売・サービ

ス業 

４０００万円未満又は

従業員数が５人以下 

６０００万円

未満 

卸売業、小

売・サービス

業以外 

５０００万円未満又は

従業員数が５人以下 

８０００万円

未満 

３ 評価通達１７９⑶は、本文において、小会社の株式の価額は、１株当たりの純

資産価額（相続税評価額によって計算した金額）によって評価する（純資産価額

方式）旨を定め、ただし書において、納税義務者の選択により、Ｌを０．５０と

して次の算式により計算した金額によって評価する（併用方式）ことができる旨
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を定める。 

 類似業種比準価額×Ｌ＋１株当たりの純資産価額（相続税評価額によって計算

した金額）×（１－Ｌ） 

４ 評価通達１８０は、類似業種比準価額は、類似業種の株価並びに１株当たりの

配当金額、年利益金額及び純資産価額（帳簿価額によって計算した金額）を基と5 

し、次の算式（算式中の０．７は、小会社-を評価する場合は「０．５」とす

る。）によって計算した金額とする旨を定める。 

     Ａ×｛（Ⓑ／Ｂ＋（Ⓒ／Ｃ）×３＋Ⓓ／Ｄ）／５｝×０．７ 

     「Ａ」＝類似業種の株価 

     「Ⓑ」＝評価会社の１株当たりの配当金額 10 

     「Ⓒ」＝評価会社の１株当たりの利益金額 

     「Ⓓ」＝評価会社の１株当たりの純資産価額（帳簿価額によって計算した金

額） 

     「Ｂ」＝課税時期の属する年の類似業種の１株当たりの配当金額 

     「Ｃ」＝課税時期の属する年の類似業種の１株当たりの年利益金額 15 

     「Ｄ」＝課税時期の属する年の類似業種の１株当たりの純資産価額（帳簿価

額によって計算した金額） 

５ 評価通達１８３⑴は、評価通達１８０の「１株当たりの配当金額」は、直前期

末以前２年間におけるその会社の剰余金の配当金額の合計額の２分の１に相当す

る金額を、直前期末における発行済株式数で除して計算した金額とする旨を定め20 

る。 

  評価通達１８３⑵は、本文において、評価通達１８０の「１株当たりの利益金

額」は、直前期末以前１年間における法人税の課税所得金額に、その所得の計算

上益金に算入されなかった剰余金の配当等の金額及び損金に算入された繰越欠損

金の控除額を加算した金額を、直前期末における発行済株式数で除して計算した25 

金額とする旨を定め、ただし書において、納税義務者の選択により、直前期末以
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前２年間の各事業年度について、それぞれ法人税の課税所得金額を基とし上記に

準じて計算した金額の合計額の２分の１に相当する金額を直前期末における発行

済株式数で除して計算した金額とすることができる旨を定める。 

６ 評価通達１８５本文は、評価通達１７９の「１株当たりの純資産価額（相続税

評価額によって計算した金額）」は、課税時期における各資産を評価通達に定め5 

るところにより評価した価額の合計額から課税時期における各負債の金額の合計

額及び評価差額に対する法人税額等に相当する金額を控除した金額を課税時期に

おける発行済株式数で除して計算した金額とする（純資産価額方式）旨を定める。 

７ 評価通達１８９柱書きは、本文において、評価通達１７８の「特定の評価会社

の株式」とは、評価会社の資産の保有状況、営業の状況等に応じて定めた評価通10 

達１８９⑴～⑹に掲げる評価会社の株式をいい、その株式の価額は、これらに掲

げる区分に従い、それぞれこれらに掲げるところによる旨を定め、なお書きにお

いて、評価会社が、評価通達１８９⑵に該当する評価会社かどうかを判定する場

合において、課税時期前において合理的な理由もなく評価会社の資産構成に変動

があり、その変動が同⑵に該当する評価会社と判定されることを免れるためのも15 

のと認められるときは、その変動はなかったものとして当該判定を行うものとす

る旨を定める。 

評価通達１８９⑴は、比準要素数 1の会社（評価通達１８３の⑴、⑵及び⑶に

定める「１株当たりの配当金額」、「１株当たりの利益金額」及び「１株当たり

の純資産価額（帳簿価額によって計算した金額）」のそれぞれの金額のうち、い20 

ずれか２が０であり、かつ、直前々期末を基準にして同項の定めに準じそれぞれ

の金額を計算した場合に、それぞれの金額のうち、いずれか２以上が０である評

価会社（ただし、評価通達１８９⑵から⑹に該当するものを除く。）をいう。以

下同じ。）の株式の価額は、評価通達１８９－２の定めによる旨を定める。 

  評価通達１８９⑵は、株式保有特定会社（課税時期において評価会社の有する25 

各資産を評価通達に定めるところにより評価した価額の合計額のうちに占める株
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式及び出資（以下「株式等」という。）の価額の合計額の割合が５０％以上であ

る評価会社（ただし、同⑶から⑹までのいずれかに該当するものを除く。）をい

う。以下同じ。）の株式の価額は、評価通達１８９－３の定めによる旨を定める。 

８ 評価通達１８９－２は、本文において、比準要素数１の会社の株式の価額は、

評価通達１８５本文の定めにより計算した１株当たりの純資産価額（相続税評価5 

額によって計算した金額）によって評価する（純資産価額方式）旨を定め、ただ

し書において、納税義務者の選択により、Ｌを０．２５として次の算式により計

算した金額によって評価することができる旨を定める。 

  類似業種比準価額×Ｌ＋１株当たりの純資産価額（相続税評価額によって計算

した金額）×（１－Ｌ） 10 

９ 評価通達１８９－３は、本文において、株式保有特定会社の株式の価額は、評

価通達１８５本文の定めにより計算した１株当たりの純資産価額（相続税評価額

によって計算した金額）によって評価する（純資産価額方式）旨を定め、ただし

書において、納税義務者の選択により、評価通達１８９－３⑴の「Ｓ１の金額」

と同⑵の「Ｓ２の金額」との合計額によって評価する（Ｓ１＋Ｓ２方式）ことが15 

できる旨を定める。 

 


